
第 13章 ミクロデータからマクロ経済分析へ：

多様性とその集計問題

1 はじめに

第 12章ではミクロ経済学的な比較静学のアプローチが、ミクロデータを
使った実証分析にどのように応用できるかを論じた。そこでは、還元主義の

立場に立って、できるだけその他の条件をコントロールして、ある特定の政

策の効果を抽出するということに関心がもたれていた。

本章ではミクロデータを条件に応じて分離するのではなく、ある特定の属

性や性質に応じて集計してマクロ経済学的な解釈を行う、あるいはマクロ経

済政策への含意を導くという観点からミクロデータを扱ってみたい。

経済政策の究極的な目的が国民の生活や福祉厚生の向上にあるとすれば、

それは個別の事例を扱う法律や政治・社会政策あるいは医療の問題とは異な

り、社会全体に共通する問題を解決することに他ならない。しかし同時に、

社会に多様な経済主体が共存している時に、その違いを考慮せずに機械的に

集計しても意味のある情報は得られない。従って、ここでの問題はどのよう

に意味のある情報に集計するかということにある。また、そのためにはどこ

に多様性の源泉があるかを確定する必要もある。

一般には、個人や家計の多様性は (1)消費行動などに表れる嗜好、(2)家計
属性として知られている、家計主の年齢、家計主の性別、家計構成員数、家

計構成員に占める子供の数、高齢者の数、家計内の給与所得者数、居住地域、

家計主の学歴、家計構成員の学歴・学齢等、（3）家計の主要な経済変数であ
る所得総額、資産総額（金融資産総額、実物資産総額）、負債総額、貯蓄額、

雇用状況、勤務先業種、年金・社会保障給付、納税額、社会保障負担額等、に

分けることができる。このうち、(1)(2)はある程度固定的なものであるのに
対して、(3）は時間とともに変動するリスクを伴うものである。実際の多様
性問題は、(1)(2)のような固定的な属性を扱う場合と (3)のような経済変数
の変動リスクを扱う場合に分けることができる。

では、これらの多様性に基づく経済主体をどのように集計すればいいのだ

ろうか。これには大まかに二つの方法がある。第 1は統計的集計であり、関
心のあるミクロデータを家計や個人の属性や経済変数に応じて集計する方法

である。これは単純な総和をとることもあれば、算術平均や加重平均をとる
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こともある。この方法を最も大掛かりに体系付けたものが、国民経済計算体

系（SNA）である。
第 2の方法は、計量経済学的集計であり、一般にパラメトリックなモデル
を推計してパラメータを求めることで、統計情報を集約することが多い。こ

れは本書の中で繰り返し用いてきた手法であり、何度か指摘したように、多

様性が含まれているデータに対しては不均一分散の問題があるために、その

バイアスに対処したパラメータ分散を計算して、パラメータの有意性を見る

必要がある。またミクロデータは一般には非線形であり、属性の分布に関し

て特定の仮定をおく必要がある。

経済政策の立案あるいはその評価に関して、統計的に集計された数値、例

えば、国内総生産（GDP）や消費者物価指数（CPI）が用いられることは良
く知られているが、ミクロデータからGDPや CPIほどには集計されていな
いセミマクロ集計量が作れれば、政策分析により幅広い情報が得られるだろ

う。ミクロ計量経済学モデルを推定する場合にも、多様性が誤差項のショッ

クに反映されるとすれば、理論モデルを厳密に定式化し、他のモデルと識別

可能な誤差項の仮定をおくことで、様々なリスクに直面している経済主体の

行動パラメータを、より正確に推定することができる。本章ではそれらの方

法に関して解説をし、具体的に家計別物価指数の構築の仕方とその政策への

含意を明らかにしたい。

2 多様な経済主体の集計問題

多様な経済主体の集計問題に関してはBlundell and Stoker(2005)が優れた
展望を与えているので、ここではこの論文を参考にしながら、問題の本質を

明らかにしておきたい。

先ずはじめに、家計の財別消費需要関数に関して考えよう。ここでは集計

された需要に関心があり、多様性の源泉は予算制約と嗜好・家計属性の違い

にあるとしよう。

t期における j財（j = 1, 2, ..J）の i家計（i = 1, 2, ..n）における財別消費

需要は qijt と表すとし、それに対応する価格は pjt とする。家計の予算制約

はmit =
∑J

j=1pjtqijtである。家計の財別消費需要関数は次のように表せる。

qijt = gjt(pt,mit, zit)

ここで、z は家計属性を表している。サンプルの平均消費需要と平均予算

は次のように定義できる。

∑
iqijt/nt , j = 1, 2, ..J.

∑
imit/nt
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ミクロデータが十分大きく、サンプルバイアスは無視できると考えれば、

これらのサンプル平均は全人口の平均として扱うことができる。

Et(qijt), j = 1, 2, ...J. Et(mit)

さらにこのデータからは家計属性 zit の分布に応じて財別消費需要を部分

集計することも可能である。

先の家計財別消費需要は理論的には次のように集計できるはずである。

Et(qijt) =
∫

gjt(pt, mit, zit)dF (mit, zit)

ここで F (mit, zit)は予算制約と家計属性の t期におけるクロスセクション

分布を表している。この分布に関する仮定をどのようにおくかによって現実

的な集計が行われる。完全集計（exact aggregation）アプローチでは家計の
嗜好や需要が予算制約や家計属性と簡単な関係で表示できると考える。すな

わち家計財別消費需要関数は次のように表せるとする。

gjt(pt,mit, zit) = b0j(pt)mit + b1j(pt)mit ln mit + b2j(pt)mitzit

ここで zitは高齢者家計なら 1、それ以外であれば 0をとるようなダミー変
数で表されると考える。さらに、係数は価格 ptの関数であるとする。家計平

均消費需要は次のように表せる。

Et(qijt) = b0j(pt)E(mit) + b1j(pt)E(mit lnmit) + b2j(pt)E(mitzit)

係数は個人家計と集計モデルで同じになる。ここでは家計平均消費需要が

家計平均予算や平均 (mit lnmit)や平均 (mitzit)で推定できることを想定し
ている。ここでの問題は、個人家計の需要関数が社会全体の需要関数と一対

一対応しているということではなく、それが成り立つための条件は何かとい

うことを明確にし、現実のデータでそれが成り立っていなければ、すなわち、

説明変数の分布の歪みや変数間での個人家計の相対的位置関係が移動するは

ずなので、それらの影響を詳しく調整して、関数型をさらに特定化する必要

があるということである。

また、家計属性などの分布が時間を通して安定していれば、それは消費需

要関数から削除しても影響がない場合もある。この関係を利用することで、

多様性の分布をより少ない変数に絞り込むことができる。

次に、財別消費需要ではなく、総消費を考えてみよう。ここでは多様性の

源泉が予算制約や嗜好・家計属性そのものにあるのではなく、所得および資

産にかかるリスクにあると考える。このようなリスクを考えるということは、
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家計が異時点間の消費平準化を行う上で、どのような形で顕在化し、また消

費者信用が供給されているのか、これらのリスクに対する保険機能は働くの

かといった問題に発展する。

以下では一時的リスク（transitory risk）か恒常的リスク(permanent risk)
か、マクロリスク(aggregate risk)か個別リスク(individual/idiosyncratic risk)
か、これらのリスクを掛け合わせた 4つのリスクを軸に考えたい。
具体的には所得を一時的所得（yT

it）と恒常所得（yP
it）次のように分解でき

るとする。

yit = yP
it + yT

it

一時的所得には系列相関はないとしよう。恒常所得はランダムウォークに

従うと考える。

yP
it = yP

it−1 + ηP
it

ここで誤差項 ηP
it は系列無相関である。

さらに、恒常所得と一時的所得の誤差項は次のように分解できるとしよう。

ηP
it = ηt + εit

yT
it = ut + υit

ここで ηt は恒常的マクロショック、εit は恒常的個別ショックを表してい

る。utは一時的マクロショック、υitは一時的個別ショックを表している。個

別ショックはクロスセクションで平均ゼロの分布に正規化できると仮定する。

すなわち、Et(εit) = 0、E(υit) = 0とする。
家計別所得の確率過程は次のように表せる。

△yit = ηt + εit + △ut + △υit

社会全体の平均所得（家計別所得の平均）の確率過程は次のように単純化

できる。

△Et(yit) = ηt + △ut

家計は期待効用（例えば 2次関数型：Uit(cit) = −1/2(ait − cit)2）を資産・
所得制約の下で最大化するように消費量を決めており、その際には家計属性

が影響を与えるというのが一般的想定である。このような想定の下で、所得に

上述のようなショックが含まれる場合、消費量はどのように決まるだろうか。

(1)個別ショックもマクロショックも保険できない場合。
家計の消費成長率は次のように表せる。
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△cit = β′ △ zit + ηt + εit + τt(△ut + △υit)

ここで τt は一時的所得変化が終身年金に含まれている比率（the annuiti-
zation rate）を表す。消費の期待成長率は家計属性の変化に対応している。

Et−1(△cit) = E(△cit|Ωit−1) = β △ zit

ここで Ωit−1 は家計 iの t − 1期における情報量を表している。
社会全体の消費成長率は次のように集計できる。

△Et(cit) = β′ △ Et(zit) + ηt + τt △ ut

(2)個別ショックは保険できるがマクロショックは保険できない場合。
この場合、家計の消費成長率は次のようになる。

△cit = β′ △ zit + ηt + τt △ ut

社会全体の消費成長率は

△Et(cit) = β′(△Et(zit) −△zit) + △cit

となる。これは社会全体の消費成長率は家計の消費成長率に家計属性の予

想外の変化を加えたものとして表現できることを意味している。

(3)個別ショックもマクロショックも保険できる場合。
この場合は、ショックは全て保険されることで、消費成長率には影響を与

えない。

家計消費成長率は次のようになる。

△cit = β′ △ zit

社会全体の消費成長率は次のようになる。

△Et(cit) = β′ △ Et(zit)

これらのケースをさらに敷衍して、消費者が個別ショックとマクロショッ

クを識別できない場合や効用関数に他の定式化を用いた場合などを検討し

て、消費関数モデルの誤差項に入ってくるショックを厳密に識別することが

できれば、家計属性の違う家計が各種のショックに対して、どのような消費の

変化を起こすかを知ることができる。実際、Bludell, Pistaferri and Preston
(2003)は the Panel Survey of Income Dynamics (PSID)と the Consumers
Expenditure Survey (CES)を用いて一時的所得ショックと恒常的所得ショッ
クが家計消費にどのような影響を与えたかを実証し、一時的所得ショックに



ミクロ計量経済学入門 6

対しては、低所得家計を除いて何らかの保険機能があること、若年層や高学

歴層は恒常的所得ショックに対してもある種の保険を持っていること、しか

し、完全保険（complete insurance）モデルは全ての家計に当てはまらない
ことを明らかにしている。

3 家計別物価指数の考え方

本節以下では集計問題に関する一つの応用例として、北村（2008）で議論
した家計別物価指数の考え方を紹介したい。

家計別物価指数は家計別の財別消費を基に、消費バスケットを構築し、そ

れに全国同一の物価を掛け合わせて求めるものであって、構築そのものは極

めて単純な作業である。ここでは、Deaton and Muellbauer(1980, Chapter
7)や Slesnick(2001, Chapter 2)に従って、家計別物価指数の理論的背景につ
いて簡単に解説しておきたい。

ここで xi 財と xj 財の２財選択する場合を考えてみよう。図 1に示した通
り、それぞれの価格 pi と pj を所与とした予算制約式が CTで与えられ、家
計 1は点 Aで効用を最大化しており、家計 2は点 A′ で効用を最大化してい
る1。消費者物価指数で用いられているラスパイレス物価指数は、基準年の消

費バスケットを固定しているので、家計 1のウエイトは OAを通る線上（こ
れは消費所得曲線と呼ばれる）に固定されることになる。ここで xi財の価格

piが上昇したとすると、家計１のウエイトは点Aに固定されているので、予

算制約式は CTから ESに変化する。すなわち、ラスパイレス物価指数は次
のように表せる。

PL
1 (pi, pj , A) =

OE

OC

真の物価指数は価格が変動しても効用が一定 (u1)となるように財需要を変
化（代替）させる。その場合、新たな相対価格の下で同じ効用を維持できる

点は B で与えられる。この時の真の物価指数は次のように定義できる。

PT
1 (pi, pj , u1) =

OD

OC

明らかに OE > ODなので、

PL
1 > PT

1

となる。これはラスパイレス物価指数が効用一定の真の物価指数に対して

上方バイアスがあることを意味しいてる。

1ここではそれぞれの家計が同じ予算制約式に直面していることを想定しているが、実際には
予算制約式も違っていることが一般であることに注意されたい。
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家計 2が同様の価格変化に直面した場合は次のような変化が起こる。まず、
ラスパイレス物価指数は次のようになる。

PL
2 (pi, pj , A

′) =
OE′

OC
効用一定（u2）の真の物価指数は次のようになる。

PT
2 (pi, pj , u2) =

OD′

OC
ここでも同様にラスパイレス物価指数は真の物価指数に対して上方バイア

スがある。

PL
2 > PT

2

しかし、家計 1と家計 2では xi 財と xj 財の２財の選好が異なっているの

で、バイアスの大きさも異なってくる。

PL
1 − PT

1 =
OE − OD

OC
>

OE′ − OD′

OC
= PL

2 − PT
2

また、同じ物価の変化に対して、同一の指数算式を使っても、家計別に違っ

た物価指数が計算されることを意味している。例えば、家計１と家計２のラ

スパイレス指数を比較すると、明らかに家計１の方が家計２よりも物価指数

は高い。

PL
1 =

OE

OC
>

OE′

OC
= PL

2

これは、家計１は値上がりした財 xiをかなり多量に消費しており、その消

費パターンを維持しようとすれば生計費がかなり上昇せざるを得ないのに対

して、家計２はもともと、財 xiをそれほど消費しておらず、消費パターンを

維持しても物価上昇の生計費への効果は限定されていることを反映している。

このように、同じ予算制約で同じ価格変化のもとでも、消費バスケットが

違うだけで、物価指数は違ってくる。個別家計はそれぞれ違った予算制約の

もとで違った選好に基づいて消費しており、また違った価格で財を購入して

いると考えられるので、実際に個別家計が直面している物価はかなり多様な

はずである。

これまでの消費者物価指数の考え方は、個々の家計はそれぞれ効用関数を

持っているが、それが相似拡大的 (homothetic)であり加法性 (additivity)を
満たしていることを前提にすると、社会的効用関数 (community preference
fields)が定義でき、それに基づいた物価指数が計算できるということであっ
た23。しかし、現実には個々の効用関数の相似拡大性は保証されておらず、事

2この点に関しては Gorman (1995) の一連の研究を参照されたい。
3太田 (1983) は個別家計の効用関数の関数型が異なっていても、ヒックス型支出関数を集計

することで、現行のラスパイレス型消費者物価指数に近似できることを示しており、社会的効用
関数の存在が消費者物価指数導出のための十分条件ではあるが必要条件ではないことには注意を
要する。
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前に一つの効用関数にまとめるよりは、個々の家計毎に物価指数を計算し、

それを後で統計的に集計した方が、個人家計別の情報が反映され、政策分析

にも有用なのではないかと考えられる。

以下では、現在用いられている統計局の消費者物価指数の作り方を踏襲し

ながら、家計別物価指数の構築方法とその性質について述べる。

品目 iの t時点における財を価格 pit、購入数量 xit だけ購入すると考え、

物価指数の基準時点を 0期、比較時点を t期とすると、一般にラスパイレス

物価指数は次のように表せる。

PL
ot =

n∑
i=1

pitxi0

n∑
i=1

pi0xi0

=
n∑

i=1

wi0 × pit

pi0
, wis = pisxis/

n∑
i=1

pisxis, s = 0, 1, 2, ...

ここで wis が消費者物価指数で用いられている財別のウエイトである。実

際の消費者物価指数では、全国の消費財 iの全消費に対するシェアを求めて、

それに財 iの物価の基準年比を掛け合わせることによって求めている。

これに対して家計 j のシェアに基づく家計 j ラスパイレス物価指数は次の

ように定義できる。

P jL
ot =

n∑
i=1

pitx
j
i0

n∑
i=1

pi0x
j
i0

=
n∑

i=1

wj
i0 ×

pit

pi0
, wj

is = pisx
j
is/

n∑
i=1

pisx
j
is, s = 0, 1, 2, ..

ちなみに、全国版ラスパイレス物価指数と家計別ラスパイレス物価指数で

はウエイトが全国の消費財 iの全消費に対するシェアと家計 j の消費財 iの

家計 j の総消費に対するシェアが違うだけで、物価は同じものである4。

ウエイト wis と wj
is の違いは次のように議論できる。まず、全国消費者物

価指数のウエイト wis であるが、これは次のような構造をしている。

wis =

m∑
j=1

pisx
j
is

m∑
j=1

n∑
i=1

pisx
j
is

これは、全国民を一家族と考えて、分母で全員の消費額をもとめ、それで

分子の消費財 iの総消費額を割ったものである5。これは家計 jの i財への支

4厳密にいえば、個々の家計の購入先は違い、その価格も異なるはずである。真の家計別物価
指数を構築しようとすれば、同一家計の購入した財の数量と価格をパネルデータとして蓄積する
必要があるが、これを実施することは現時点では非常に難しい。

5この方法でウェイトを求めると、この指数から家計別物価指数に分解することは出来なくな
る。別の言い方をすれば、この形で集計するということは、家計別の分配問題は扱わないことを



ミクロ計量経済学入門 9

出を家計全体の支出で加重平均したウエイト（wj
is）をさらに、家計 jについ

て集計すれば一致する。すなわち、家計別ウエイトをその家計の総消費額で

ウエイト付けしたものは次のように表せる。

n∑
i=1

pisx
j
is

m∑
j=1

n∑
i=1

pisx
j
is

wj
is =

n∑
i=1

pisx
j
is

m∑
j=1

n∑
i=1

pisx
j
is

 pisx
j
is

n∑
i=1

pisx
j
is

 =
pisx

j
is

m∑
j=1

n∑
i=1

pisx
j
is

これを家計 j について集計すれば全国消費者物価指数のウエイトに一致

する。

家計別物価指数のウエイトの算術平均は次のように表せる6。

1
m

m∑
j=1

wj
is =

1
m

m∑
j=1

 pisx
j
is

n∑
i=1

pisx
j
is


これも全国消費者物価ウエイト wis（富豪主義的ウエイト）とは異なって

いる。

上の 3式を比べてわかるように、家計別物価指数と現行の消費者物価指数
とでは情報量に違いがあり、そこに家計別物価指数を構築する意義がある。

以下ではさらに、富豪主義的ウエイトと民主主義的ウエイトの違いが消費

者物価指数にどのような違いを与えるかを見ておこう。

ここで家計 j の支出総額を次のように表す。

Xj =
n∑

i=1

pisx
j
is

全家計の支出額から導かれる平均支出額は次のようになる。

X =
1
m

m∑
j=1

n∑
i=1

pisx
j
is

家計の支出総額の分散は次のように表せる。

意味している。しかし、このウェイト自体は、支出の高い家計に高いウェイトを付けており、富
豪主義的（plutocratic）ウェイトと呼ばれている。この概念は Paris (1959) に始まり、Fisher
(1956, 2003b) などを経て、Ley (2002,2005) や ILO 他（2004）でも論じられるようになって
きた。

6これは家計支出の多寡によらずに家計数で割ったものであり民主主義的（democratic）ウェ
イト（= 1/m）と呼ばれている。
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var(Xj) =
1
m

∑
j

(Xj − X)2

=
1
m

∑
j

(mwisX − X)2

=
1
m

∑
j

(mwis − 1)2X
2

= mX
2 ∑

j

(wis − 1
m

)2

ここで wisは富豪主義的ウエイト、1/mは民主主義的ウエイトを表す。こ

こから、支出分散はこの 2つのウエイトの差の関数となっていることがわか
る。すなわち、消費支出の分散を分配尺度と見れば、分配が拡散するほど、2
つのウエイトによって測定される消費者物価指数の差も大きくなることを意

味している7。逆に言えば、分散がゼロであれば、家計支出が全ての家計で均

等であり、富豪主義的ウエイトと民主主義的ウエイトが一致していることを

意味する。これが分配と 2つの物価指数のウエイトの間にある明示的関係で
ある。

このウエイトの関係を統計的に分析しておこう。図 2は expshare = wisと

indivgap2 = wis − 1/mのレベルとその対数のヒストグラムを描いたもので

ある。言うまでもなく、支出の分布は所得分布と同様に左に歪んだ分布をし

ており、一般には対数をとると正規分布に近づく対数正規分布に従っている

と考えられる。図 2もそれを裏付けている。indivgap2 の対数表示が支出によ
る富豪主義的ウエイトの正規性と比べて少し右に歪んでいるのは、indivgap2
では支出ウエイトが平均以下の人では負の値をとり、対数がとれないために、

表示から削除されているためである8。ウエイトの差について述べておくと、

富豪主義的ウエイトの最大値と最小値の差は 324倍、下から 1% と 99% の位
置にあるウエイトの差は約 15倍になっている。民主主義的ウエイトであれば
全て同じウエイトであり差がないことを考えると、かなり大きな差を容認し

ていることになる。

これまで物価 pitは個別財の価格であるかのように扱ってきたが、実際には

『小売物価統計調査』によって集められた価格を基準年価格で相対化した指数

なのである9。この調査は毎月 750人の調査員が 3万店舗・事業所から約 20
万の価格を収集し、2万 3千世帯から家賃を収集している。さらに、都道府

7例えば、青木 (1979, pp.88-90) を参照。分散を分配尺度として見た場合、ピグー・ドール
トンの移転原理を満たす反面、支出水準に依存するために、平均支出が θ 倍異なるグループの
分配を比較する場合、分散は θ2 倍異なることになる。また、分散による分配尺度と整合的な社
会的厚生関数は高額支出（所得）者により高い比重を置いたものになることが知られている。

8原理的には indivgap2は富豪主義的ウェイト（expshare）から民主主義的ウェイト（1/m＝
定数）を引いたものであるので、その分布は左に定数分だけずれたものになり、分布の形状は同
じになるはずである。ここでは対数をとったために定義されないサンプルが出たために分布の形
状が変わったのである。

9才田、高川、西崎、肥後 (2006) では『小売物価統計調査』を用いて品目別の価格変動の粘
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県職員が 2万 6千価格、統計局職員が 5千価格を収集している。このように
して集められた個別価格を月、品目、市町村、店舗別に単純平均して当該品

目の価格（Iit）とする。さらに基準年、現在の消費者物価指数では 2000(平
成 12年 1月から 12月）年の月別個別価格を単純平均して当該品目の基準時
価格（Ii2000）を決める。2000年基準の価格で各月の価格を割って、2000年
に全ての価格 pit が 100になるように指数化したものを用いている。
さらに、我々は物価を考えるときに、前年同月比でどのように変化したか

を見るのが一般である。これを表示すると次のように表せる。

pit

pit−12
=

Iit

Ii2000
Iit−12
Ii2000

=
Iit

Iit−12

これは指数化した物価をさらに、前年同月比として表したものであり、基

準年の影響が消えている。すなわち、この指数は実質的に連鎖指数になって

いる。本来ならば、価格の基準年とウエイトの基準年は一致している必要が

あるが、本稿で用いた『平成 19(1999)年度全国消費実態調査』は 1999年 9
月-11月に調査されており、消費ウエイトも 1999年 9月-11月平均となって
おり、ウエイトの基準年と価格の基準年がずれていることになるが、価格を

前年同月比として表すことによって、その問題を回避している1011。

4 データ分析

本節では、これまでの議論をもとに構築された家計別物価指数に基づくイ

ンフレ率の統計的性質を２つの側面から分析してみたい。第一に家計別イン

フレ率を個々のデータとして扱い、それぞれの家計の直面しているインフレ

率を家計の属性やマクロ金融データとの関係で見るということであり、第二

に家計別インフレ率を先に見た民主主義的ウエイトと富豪主義的ウエイトで

集計した時系列の統計的特性を見ることと、総務省で提供されている平成 12
（2000）年基準の全国消費者物価指数および東京消費者物価指数に基づくイ
ンフレ率との比較を行う。

着性を分析し、財とサービス間での粘着性の違いや、価格改定のパターンが多様であることなど
を論じている。

10厳密に考えると、消費が行われた時点で用いられていた価格ベクトルで支出を計測し、それ
に基づいて指数を作らなければ、バイアスが残る。ただし、1999 年 9-11 月期の消費ウェイト
から 2000年基準の消費ウェイトにかけて、相対価格に大きなシフトが生じているとは考えられ
ないので、実務的には問題はないと判断している。

11ウェイトの地域分布、年齢分布、所得分布やデータ構築の詳細に関しては北村（2008）を参
照されたい。
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4.1 クロスセクション分析

家計別物価指数を構築する最大の理由は、家計別の物価指数およびそこか

ら計算される家計別インフレ率の全国における分布を見ることによって、集

計された消費者物価指数の時系列変動を観察しているだけでは把握できない、

各種の分布問題、例えば、年齢構成、所得分配、地域格差などの問題の家計

別物価指数への影響を見ることにある。すなわち、インフレという貨幣現象

も家計別のミクロレベルにまで降りていくとかなり多様な表れ方をし、その

表れ方にどのような傾向が見て取れるかを分析することは、金融政策の新し

い課題となることを示したい。

昨今、格差問題が話題になることが多いが、経済格差を消費量に基づく生

活水準の差であると考えると、消費バスケットの中身とその量が問題の中心

にあることは明らかである。すでに見てきたように本章で用いている家計別

ラスパイレス物価指数は家計別消費支出ウエイトによって計算されており、

まさに消費バスケット情報を用いていることになる。ここでは消費バスケッ

トを所与として物価指数を計算し、家計別インフレ率を導出しているので、

分配あるいは消費から物価への因果関係を見ていることになる。

図 3は家計別インフレ率のヒストグラムを 4期間に分けて描いたものであ
る。図より明らかなように、家計別インフレ率は各期間中ほぼ正規分布に従っ

て分布している。また、第 4期にはインフレ率のばらつきが収束し、ほとん
ど家計がゼロインフレ率の近傍に集中していたことがわかる。

逆に、消費需要関数に影響を与える変数として、年齢や家族構成などの人

口学的要因、所得要因、雇用実態、マクロ金融要因などに加えて期待インフ

レ率や過去のインフレ率の加重平均である適合的インフレ率などが用いられ

ることが多い。ここでは物価から分配や消費への因果関係を考えていること

になる。

図 4は地域別・期間別のインフレ率の中位値を表したものである。地域別
インフレ率の特徴は 1986-94年までは東京、愛知、大阪などの大都会が物価
が高く、それ以外の地域では多少の差はあれ、インフレ率は低い。しかし、

1995年以後、宮城や沖縄などの地方としてもインフレ率は高くなり、ついに
2000-05年では青森、宮城、山形、福島などの東北地域および福岡、鹿児島、
沖縄などの九州・沖縄地域が東京・愛知・大阪などの大都会のインフレ率を

超えるようになっている12。

図 5は年齢別・期間別インフレ率の中位値を表している。年齢別インフレ
率の特徴は図 5より明らかなように、80歳を超えるサンプルで中位値が大き
くぶれているということである。これはこの年齢層のサンプル数が極端に少

なくなるために生じているバイアスであると考えられる。

12第 4 期は前年同月比で表されたインフレ率が 100 を割り込んでいるので、実際にはデフレ
状況にあり、東京・愛知・大阪が東北や九州地域よりも低かったということは大都会がより高い
デフレに直面していたことを意味している。
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図 6は支出分位別中位値インフレ率を描いている。ここではでは明らかに
傾向の時系列変化が見られる。すなわち、1986-1994年までは、支出額が高
い家計の方がインフレ率が高かったが、1995-2005年では逆に高支出家計の
方がインフレ率は低い傾向になっている。ここで用いた家計別物価指数の消

費バスケットは固定されているので、インフレ率に変化をもたらしているの

はもっぱら個別物価の変動であるが、これが、支出 10分位で表されている所
得分配に全く逆の効果をもたらすような構造変化が 1995年から 2005年の 10
年間のうちに発生したと考えられる。

ところで、統計上、北陸 3県に高支出家計が多いことが知られているが、
これらの県の平均インフレ率は必ずしも高くない点には注意を要する。これ

らの県民の支出パターンは 1986年から 2005年まで一貫して低インフレ率を
維持するようなパターンであり、1995年以後に起こった構造変化の影響もあ
まり受けていないように見られる13。従って、ミクロレベルのデータで見る

限り、構造変化が全国規模で起こったという議論はできないように思われる。

すなわち、この北陸 3県のように家計行動が異質であると考えられる地域が
存在しており、それを一括して議論するべきではないということである。む

しろ、ミクロレベルのデータを観察するということは経済主体の異質性を見

つける過程であると考えるべきであろう。

4.2 時系列分析

前節では主として家計属性とインフレ率に関するクロスセクションでの関

係を見たが、インフレ率とは時間を通した物価指数の変動を扱うものであり、

本質的にダイナミックな時系列データとして扱うことが適切な統計量である。

本節では家計別インフレ率を先に論じた 2 つの集計方法、民主主義的集計
（cpidemo）、富豪主義的集計（cpipluto）によって求めた時系列データと政府
が公表しいている全国消費者物価指数の前年同月比（cpigr）、東京消費者物
価指数の前年同月比（tokycpigr）を比較したい。
図 7は cpidemo、cpipluto、cpigr、tokycpigrを図示したものである。これ

らの消費者物価指数に基づくインフレ率の導出では、最初の 3つが共通の個
別物価指数を用いており、全般的な形状、時系列の転換点については全て共

通しており、その意味では、これらの指数の間に大きな違いはない。

しかし、4つの指数間の差をもう少し厳密に見る目的で次のように差 (gap)
を定義しよう。

gap1=cpipluto-cpidemo、gap2=cpipluto-cpigr、gap3=cpidemo-cpigr、
gap4=cpigr-tokycpigr。図 8はそれぞれの定義によるインフレ率差である

gap1、gap2、gap3、gap4を図示したものである。gap1は本章で構築した 2
つの消費者物価指数に基づくインフレ率の差を表しており、どちらの集計方

13県別の平均インフレ率を見る限り、第 2 期の富山を除いて一貫して全国平均以下である。
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法がインフレバイアスを持つかを表している。図 8が示すとおり 1995年ま
では富豪主義的指数が民主主義的指数を上回っていることが多く、これまで

の議論からも明らかなように、この期間においては高支出家計の方が高いイ

ンフレ率を経験していたことを反映している。しかし 1995年以後は徐々に
民主主義的指数の方が富豪主義的指数を上回るようになっている。これも既

に論じたように、この期間には低支出家計の方が高いインフレ率を経験して

いることを反映している。gap2と gap3は本章で構築した指数と政府の全国
消費者物価指数との差を表している。ここで観察される傾向は最近になるに

つれて差が小さくなってきているが、過去に遡るほど政府全国消費者物価指

数の方がインフレバイアスを持っていることがわかる。これは政府の指数が

2000年度の『家計調査』に基づいてウエイトが計算されているのに対して本
稿でのウエイトは『1999年度全国消費実態調査』に基づいていること、gap3
については集計方法も違うということを反映しているためであると考えられ

る。gap4は政府指数の中で全国ベースと東京ベースを比較したものである。
これも先に見たように 1995年頃までは東京の方がインフレ率が高かったが、
1997年以後のデフレ期ではむしろ東京の方が全国平均と比べてデフレ気味で
あったことを示唆しいてる14。

5 おわりに

本章ではミクロデータを条件に応じて分離するのではなく、ある特定の属

性や性質に応じて集計してマクロ経済学的な解釈を行う、あるいはマクロ経

済政策への含意を導くという観点から考えてみた。

ミクロデータに含まれている経済主体の多様性は多岐にわたっており、そ

れを上手くコントロールしながら、マクロ経済政策に有用な含意を導き出す

ことが求められる。

本章では、これまでほとんど議論されてこなかった消費需要側の情報をも

ちいて家計別物価指数を構築し、いくつかの事実を発見をした。

まず、(1) 家計別物価指数は正規分布に従っていること。このことによっ
て、分布平均（中位値と最頻値が一致）を見ながら政策運営をすることは正

当化される。しかし、今後とも分布が正規性を維持するかどうかは不確実で

あるので、分布情報のとれる、家計別物価指数を利用すべきである。(2) 物価
指数の変動は品目別価格の変動だけではなく、消費ウェイトと価格変動の組

み合わせで起こっている。家計別物価指数の 3次、4次モーメント情報を用
いることで、物価変動に関する家計への影響を見ることができる。これは金

融政策にとって有用な情報となる。(3) 人口の 80% はインフレの平均値±1%
の幅に入っていること、などである。

14さらに細かい政策含意については北村（2008）を参照されたい。
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低成長期の経済政策は究極的には誰かに得をもたらせば、誰かに損をもた

らさざるを得ないことが多い。分配に対する配慮を最後まで持ち続ける政策

を行うためには、分配情報をできるだけ最後まで維持できるような情報収集

の仕組みを作るべきである。その意味でも、家計別物価指数を構築し、定期

的にその分布をモニターすることが重要だと言えよう。

6 STATAコード

北村（2008)で用いたプログラムは 100ページを超えるものであるが、こ
こではいくつかの部分について例示しておこう。

/*クロスセクションの『全国消費実態調査』の個票データを 249期間のパ
ネルデータとしてファイルを拡張する*/

use time1,clear
tostring time, replace
save time1, replace
forvalues var =1(1)55361 /*サンプル数-1*/{
append using time1
local var =‘var’+1
save time‘var’, replace
}
save time all, replace

/*クロスセクションデータの中で一軒で２つあるいは 3つの家計が含まれ
ているものを落とす*/

use time all, clear
sort time
gen ch=1
by time : gen s ch =sum(ch)
drop if s ch >=53221
sort s ch time
save time new, replace
/*corresponding to 53220 households*/

use zensho.dta, clear
gen ch=1
sort code
by code : egen s ch=sum(ch)
drop if s ch>=2
keep code
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save zensho1, replace

forvalues var =1(1) 248/*何ヶ月-1*/ {
append using zenshonewcode
local var =‘var’+1
save zensho‘var’, replace
}
save zensho all, replace
/*create panel framework for cross section zensho and time series cpi*/
use zensho all
sort s ch
merge s ch using time new
save match, replace
use match,clear
drop if merge==2
save match1, replace

/*家計別支出ウェイトに 78品目の価格を掛け合わせて集計した CPI７８
から 12ヶ月前からのインフレ率を計算する*/

gen cpi78 12=cpi78[ n-12] if code[ n]==code[ n-12]
gen pi78=(cpi78/cpi78 12)*100

/*政府公表の CPIとインフレ率を計算する*/
sort codenum time
gen p73 12=p73[ n-12] if codenum[ n]==codenum[ n-12]
gen pi=(p73/p73 12)*100
/*東京の CPIとインフレ率を計算する*/
sort codenum time
gen tokyocpi 12=tokyocpi[ n-12] if codenum[ n]==codenum[ n-12]
gen pitokyo=(tokyocpi/tokyocpi 12)*100

/*CPIとインフレ率を集計する*/
egen sumyc=total(yc)
gen ycshare=yc/sumyc
egen sumtotalexpend=total(totalexpend)
egen stdexpend=std(totalexpend)
gen varexpend=stdexpendˆ2
gen expshare=totalexpend/sumtotalexpend
gen lnexpshare=ln(expshare)
egen numberyc=count(yc)
egen numberexp=count(totalexpend)
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sum numberyc numberexp
gen popshareyc=1/numberyc
gen popshareexp=1/numberexp
gen indivgap1= ycshare- popshareyc
gen lnindivgap1=ln(indivgap1)
gen indivgap2= expshare- popshareexp
gen lnindivgap2=ln(indivgap2)
gen indivgap2sq=indivgap2ˆ2
egen sumindivgap2sq=total(indivgap2sq)
rename dd9 age
gen agesq=age*age
rename dd4 member
rename dd19 totalincome
gen member2=member*member
rename dd6 numb65plus
rename dd5 numb18below
encode agel, gen(agelnum)
encode ken, gen(kennum)
/*民主主義的ウェイトによる集計*/
gen CPIdemoi=pi78*popshareexp
bysort time: egen Poptotal=total(popshareexp)
gen CPIdemo=CPIdemoi/Poptotal
collapse (sum) CPIdemo, by(time)
/*富豪主義的ウェイトによる集計*/
gen CPIplutoi=pi78*expshare
bysort time: egen expsharetotal=total(expshare)
gen CPIpluto=CPIplutoi/expsharetotal
collapse (sum) CPIpluto, by(time)

/***グラフ作成****/
histogram lnexpshare, bin(50) normal/*図２上*/
histogram lnindivgap2, bin(50)normal/*図２下*/
histogram pi78, bin(50) normal title(2000-2005)/*図３他の年度も同様*/

twoway (mband pi78 kennum), title(2000-2005)/*図４他の年度も同様*/
twoway (mband pi78 age), title(2000-2005)/*図５他の年度も同様*/
twoway (mband pi78 expenddecile), title(2000-2005)/*図 6他の年度も同
様*/

twoway (line cpidemo year) (line cpipluto year) (line cpigr year) (line
tokycpigr year)/*図７*/
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twoway (line gap1 year)
graph save Graph ”gap1.gph”, replace
twoway (line gap2 year) (line gap3 year)
graph save Graph ”gap2&3.gph”, replace
twoway (line gap4 year)
graph save Graph ”gap4.gph”, replace
graph combine gap1.gph gap2&3.gph gap4.gph/*図８*/
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家計別物価指数の概念図 
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家計別インフレ率のヒストグラム 
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地域別中位値インフレ率 
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注）kennum は都道府県番号を表しており、具体的な対応は北村（2008、表 1）の左端コラムを参照

されたい。 
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年齢別中位値インフレ率 
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支出分位別中位値インフレ率 
10

0.
2

10
0.

31
00

.4
10

0.
5

10
0.

6
M

ed
ia

n 
ba

nd
s

0 2 4 6 8 10
expenddecile

1986-1989

10
1.

55
10

1.
6

10
1.

65
10

1.
7

M
ed

ia
n 

ba
nd

s

0 2 4 6 8 10
expenddecile

1990-1994

99
.9

81
00

10
0.

021
00

.0
410

0.
061

00
.0

8
M

ed
ia

n 
ba

nd
s

0 2 4 6 8 10
expenddecile

1995-1999
99

.4
99

.4
2

99
.4

4
99

.4
6

M
ed

ia
n 

ba
nd

s

0 2 4 6 8 10
expenddecile

2000-2005

 
 



図 7 

家計別インフレ率と政府消費者物価インフレ率 
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家計別インフレ率と政府消費者物価インフレ率の差 
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